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染色整理業界の「低炭素社会実行計画」（2020年目標） 

 計画の内容 

１．国

内の企

業活動

におけ

る 2020

年の削

減目標 

目標 ＣＯ２排出量を、1990年度比で４６％削減する。 

設定 

根拠 

対象とする事業領域：  

 事業部門における製造工程に加えて、本社・営業所・研究所等の間接

部門も対象とする。 

生産活動量等の将来見通し：  

 新興国の人件費上昇及び円安による国内生産回帰により、国内の生産

数量は今後緩やかに回復し、2020年度には2,850(百万ｍ２)と推定する。

(昨年度は、08～12年度の平均値(2,111(百万ｍ２)）から50％増加し、

3,166.5(百万ｍ２)と推定したが、2014年度の実績を踏まえて2020年度の

生産数量を10％削減した。3,166.5×0.9＝2,850(百万ｍ２)）【別紙３】 

また、産官で取り組んでいる made in japan構想「Ｊ･Ｑuality」等

により、国内の付加価値加工は増加する傾向にあり、ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位の上

昇に伴い、CO２排出原単位も上昇すると予想されるが、各種のCO２削減対

策を実施することにより、08～12年度の平均値（5.92(t-CO2/万ｍ２)）

の20％増加に抑えたいと考える。5.92 × 1.2 ＝ 7.1(t-CO2/万ｍ２) 

従って、2020年度のCO２排出量は、2,850(百万ｍ２) × 7.1＝202.4万t

となる。(377.2-202.4)/377.2×100＝46 ４６％削減を目標とする。 

BAT： 

特に取り上げるBATは無い。 

 

電力排出係数： 

5.54(t-CO2/万kwh)（2014年度調整後排出係数）を前提とする。 

 

その他： 

本計画は、生産数量及び電力のCO２排出係数、CO２排出原単位の動向を

注視しながら、CO２排出削減目標を随時見直す。 

２．低炭素製

品・サービス等

による他部門で

の削減 

2020年の削減貢献量：  

省ｴﾈﾙｷﾞｰ活動として、夏期の「クールビズ」、冬季の「ウォームビズ」活

動が行われているが、製造時の染色加工段階においてそれぞれの素材の

特性を生かすように加工方法において協力している。 

３．海外での削

減貢献 

2020年の削減貢献量：  

予定なし。 

４．革新的技術

の開発・導入 

2020年の削減貢献量：  

予定なし。 

 

５．その他の取

組・特記事項 

・ＩＳＯ１４０００認証取得 

・ＫＥＳ環境マネジメントシステムに登録 

・環境報告書及びＣＳＲ報告書に、地球温暖化ガス排出量を公表 

資料７－１ 
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染色整理業における地球温暖化対策の取組 

 

平成 27 年 9 月 30 日 

（一社）日本染色協会 

協力参加：日本繊維染色連合会 

 

 

Ⅰ．染色整理業の概要 

 

（１） 主な事業 
 
木綿等の天然繊維やポリエステル・ナイロン等の合成繊維の単一素材及び混紡・交織・交編素材 

からなる糸や織編物に対して、色・柄及び風合い（手触り）・機能性を付与する製造加工業 

 

（２） 業界全体に占めるカバー率（平成２６年度対象） 
 

・注１）業界団体の規模に占める低炭素社会実行計画参加企業の企業数の割合 

・注２）業界団体の規模に占める低炭素社会実行計画参加企業の売上高の割合 

・計画参加企業２５社の中、５社については、原油換算エネルギー量が1,500KL/年未満のため、

【別紙１】に企業名は記載していない。 

 

 

（３） 計画参加企業・事業所 

 ① 低炭素社会実行計画参加企業リスト 
 

■ 別紙１参照。 

 

 ② 各企業の目標水準及び実績値 

 

■ 別紙２参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

業界全体の規模 業界団体の規模 
低炭素社会実行計画 

参加規模 

企業数 174社 
団体加盟 
企業数 

72社 
計画参加 
企業数 

25社 
（35％）注1 

市場規模 
売上高  1,752 

億円 
団体企業 
売上規模 

売上高1,348 
億円 

参加企業 
売上規模 

売上高   970 
億円 

（72％）注2 



 

- 3 - 
 

（４） カバー率向上の取組 

 ① 2020年度に向けたカバー率向上の見通し【新規】 

 

年度 

自主行動計画 

（2012年度） 

実績 

低炭素社会実

行計画策定時 

（2013年度） 

2014年度 

実績 

2015年度 

見通し 

2020年度 

見通し 

カバー率 ３６％ ３４％ ３５％ ３７％ ４０％ 

※業界団体の規模に占める低炭素社会実行計画参加企業数の割合 

 （2015 年度以降の見通しの設定根拠） 
 

原油使用量が年間 1,500KL 以上の省エネ法の対象企業であっても、毎年、省エネ法に基づくエネル
ギー使用に関する定期報告書及び温帯法に基づく地球温暖化ガス排出量をそれぞれの担当官庁へ提
出しており、それらにより既に企業としての責任は果たしているという考え方がある。 
 このような企業に対しても引き続き当計画への参加を要請していく。 

 
 

 

 ② 2014年以降の具体的な取組 

 

 取組内容 取組継続予定 

2014年度実績 毎年の自主行動計画書を、すべての会員企業に配布し、

また当協会のホームページに掲載して活動状況を報告し

ている。 

有 

当協会内の技術委員会において参加を働きかけている。 有 

2015年度以降 未参加企業の経営トップに直接働きかけ、参加を要請す

る。 

有 
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Ⅱ．国内の企業活動における2020年の削減目標 

 

（１） 削減目標 

① 目標 

 

【目標】（2015 年 7 月策定） 

ＣＯ２排出量を、1990年度比で４６％削減する。 

 

【目標の変更履歴】 

・2014 年 3 月～2015 年 6 月：CO２排出量を 224.8万ｔとする(1990年度比で３９％削減)。 

・2015 年 7 月～       ：CO２排出量を 202.4万ｔとする(1990年度比で４６％削減)。 

 

【その他】 

特になし 

 

② 前提条件 
 

電力の受電端調整後排出係数は今年度と同じ5.54(t-CO2/万kwh)とする。  

 

【対象とする事業領域】 
 

 

事業部門における製造工程に加えて、本社・営業所・研究所等の間接部門も対象とする。 

 

 

【2020 年の生産活動量の見通し及び設定根拠】 
 

新興国の人件費上昇及び円安による国内生産回帰により、国内の生産数量は今後緩やかに回

復し、2020年度には2,850(百万ｍ２)と推定する。（昨年度は、08～12年度の平均値（2,111(

百万ｍ２)）から50％増加し、3,167(百万ｍ２)と推定したが、2014年度の実績を踏まえて、

2020年度の生産数量を10％削減した。3,167×0.9 ＝ 2,850(百万ｍ２)） 

また、産官で取り組んでいる made in japan構想「Ｊ･Ｑuality」等により、国内の付加

価値加工は増加する傾向にあり、ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位の上昇に伴い、CO２排出原単位も上昇すると

予想されるが、各種のCO２削減対策を実施することにより、08～12年度の平均値（5.92(t-

CO2/万ｍ２)）の20％増加に抑えたいと考える。5.92 × 1.2 ＝ 7.1(t-CO2/万ｍ２) 

従って、2020年度のCO２排出量は、2,850(百万ｍ２) × 7.1＝202.4万tとなる。(377.2- 

202.4)/377.2×100＝46 ４６％削減を目標とする。 

 

【電力排出係数】 

 

■ 電気事業連合会における過年度の実績値 

   5.54(t-CO2/万kwh)： 2015年度 受電端 調整後排出係数 

□ その他（○○kg-CO2/kWh） 
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＜その他の係数を用いた理由＞ 

 

 

 

 

【その他燃料の係数】 
 

 

■ 総合エネルギー統計（2013年度版） 

□ その他 

 

＜その他の係数の説明及び用いた理由＞ 

 

 

 

 

【BAU の定義】※BAU 目標の場合 

＊ BAU 目標を設定した場合は、その定義（ベースラインの設定方法、算定式等）を必ず記載。第三者による検証が

可能となるよう可能な限り具体的・定量的に記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他特記事項】 
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③ 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性 

【目標指標の選択の理由】 

 

 低炭素社会実行計画への移行に伴い、CO２排出原単位（ｔ-CO２/万ｍ２）を目標指標とすることを

検討したが、重要なのはＣＯ２排出量との結論に至った。また、1990 年度から 2012 年度まで継続し

た自主行動計画においても、ＣＯ２排出量を目標指標としてきたことから、今後も同様の目標指標を

設定することにより、継続性を維持できると考えた。 

 

【目標水準の設定の理由、自ら行いうる最大限の水準であることの説明】 

＜選択肢＞ 

□ 過去のトレンド等に関する定量評価（設備導入率の経年的推移等） 

■ 絶対量/原単位の推移等に関する見通しの説明 

□ 政策目標への準拠（例：省エネ法 1%の水準、省エネベンチマークの水準） 

□ 国際的に最高水準であること（指標の計算の具体的方法や出典を明記すること） 

□ BAU の設定方法の詳細説明 

□ その他 

 

＜具体的説明＞ 

染色整理業におけるCO２排出量は生産数量の変動との相関性が高い。従来は、円高により国

内の生産数量は減少傾向にあったが、新興国の人件費上昇及び円安により、国内の生産数量

は緩やかに回復すると推定する。また、産官で取り組んでいる made in japan構想「Ｊ･Ｑ

uality」等により、国内の付加価値加工は増加する傾向にあり、ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位の上昇に伴い、

CO２排出原単位も上昇すると予想されるが、各種のCO２削減対策を実施することにより、08

～12年度の平均値（5.92(CO2-ﾄﾝ/万ｍ２)）の20％増加に抑えたいと考える。 

 

【昨年度フォローアップ結果を踏まえた目標見直し実施の有無】 

■ 昨年度フォローアップ結果を踏まえて目標見直しを実施した 

□ 目標見直しを実施していない 

 （見直しを実施しなかった理由） 

 

 

 

【今後の目標見直しの予定】（Ⅱ．（１）③参照。） 

□ 定期的な目標見直しを予定している（2016年度、2017年度） 

■必要に応じて見直すことにしている 

 

＜見直しに当たっての条件＞ 

   

毎年の生産数量及び CO２排出原単位（ｔ-CO２/万ｍ２）の推移を見て、見通しと実績の乖離が大 

きい時は、目標を見直す。 
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【導入を想定しているＢＡＴ（ベスト・アベイラブル・テクノロジー）、ベストプラクティスの削減見込

量、算定根拠】 
＊ 主な対策分野ごとの具体的な対策とその概要、削減見込量等を記載、その取組が最大限であることを説明する。 

＊ BAT とは、「経済的に利用可能な最善の技術」を指す（出所：「2030 年に向けた経団連低炭素社会実行計画

（フェーズⅡ）」）。 

＊ ＜設備関連＞欄には、導入を想定している BAT 設備による削減見込量（削減見込量の算出が困難な場合はエ

ネルギー消費量全体における削減割合）及び対策の普及率（基準年度○％→目標年度○％等）を記載。 

＊ ＜運用関連＞欄には、設備導入を伴わない運用・保守の対策による削減見込量及び対策の普及率（基準年度

○％→目標年度○％等）を記載。 

＜設備関連＞ 

対策項目 
対策の概要、 

BATであることの説明 
削減見込量 普及率 算定根拠 

 特に取り上げるＢＡＴは無

い。  

●●年度

○％ 

↓ 

目標年度

○％ 

 

  

 

●●年度

○％ 

↓ 

目標年度

○％ 

 

 

 

 

 

 

●●年度

○％ 

↓ 

目標年度

○％ 

 

＜運用関連＞ 

対策項目 
対策の概要、ベストプラク

ティスであることの説明 
削減見込量 実施率 算定根拠 

 

特に取り上げるＢＡＴは無

い。 

 

 

●●年度

○％ 

↓ 

目標年度

○％ 

 

 

 

 

 

 

●●年度

○％ 

↓ 

目標年度

○％ 

 

 

 

 

 

 

●●年度

○％ 

↓ 

目標年度

○％ 

 

＜その他＞ 

対策項目 
対策の概要、ベストプラク

ティスであることの説明 
削減見込量 実施率 算定根拠 

 
 

 
 

●●年度

○％ 

↓ 

目標年度

○％ 
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④ データに関する情報 

 

指標 出典 設定方法 

生産活動量 ■ 統計 

□ 省エネ法 

■ 会員企業アンケート 

□ その他（推計等） 

繊維統計と会員企業アンケートを使用 

エネルギー消費量 □ 統計 

□ 省エネ法 

■ 会員企業アンケート 

■ その他（推計等） 

会員企業アンケートのエネルギー消費量を

基に、（会員企業アンケートの生産数量）と

（繊維統計の業界全体生産数量）から、業界

全体のエネルギー消費量を拡大推計した。 

CO2排出量 □ 統計 

□ 省エネ法・温対法 

■会員企業アンケート 

■ その他（推計等） 

会員企業アンケートに基づき拡大推計したエ

ネルギー消費量から算出した。 

 

⑤ 業界間バウンダリーの調整状況 
＊ 複数の業界団体に所属する会員企業がある場合は、その報告データについて他団体との間でどのような整理を

行っているのか記載。バウンダリー調整を行っていない場合は、その理由を記載すること。 

 

□ 複数の業界団体に所属する会員企業はない 

■ 複数の業界団体に所属する会員企業が存在 

□ バウンダリーの調整は行っていない 

（理由） 

 

 

 

■ バウンダリーの調整を実施している 

＜バウンダリーの調整の実施状況＞ 

 

複数の業界団体に所属する企業については、当協会が担当する染色整理事業部門のデータの

みについて報告を受けている。 

 

⑥ 2013 年度以前からの計画内容の変更の有無 

＊ 上記①～⑤の内容について昨年度フォローアップ時点と比べて変更がある場合は、下記の「別紙３参照」にチェッ

クの上、【別紙３】に変更の内容とその理由を記載。 

＊ 昨年度フォローアップにおいて【別紙３】に記載した情報は残した上で、2014 年度に変更のあった情報を追加す

ること。 

＊ 特段の変更がない場合は、「差異なし」にチェック。 

 

 

■  別紙３参照 

□ 差異なし 
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⑦ 対象とする領域におけるエネルギー消費実態【新規】 

 

【エネルギー消費実態】 

 

  ＜染色整理業の加工工程＞ 

 染色整理業では、素材別に見ると、ポリエステルやナイロン等の合成繊維を主に取り扱う事業

所と木綿等の天然繊維を主に取り扱う事業所に分かれる。 

また、加工方法別に見ると、連染、浸染等の無地染めと捺染等の柄染（プリント）を行う事業所

に分かれる。 

従って、取り扱う素材や加工方法によって、各工程のエネルギー消費割合は異なる。 

今回は、素材や加工方法を問わず、１２社からのデータに基づく平均値を下記に示した。 

各加工工程 各工程に含まれる加工設備 各工程のエネルギー

消費割合（％） 

準備工程 

毛焼 主に、木綿繊維の場合 

２８（％） 

糊抜  

リラックス 主に、合成繊維の場合 

精練  

漂白 木綿のように、原料に色

素がある場合 

シルケット 木綿繊維が対象 

プレセット 合成繊維が対象 

アルカリ減量 ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ繊維が対象 

染色工程 

浸染 無地染（主に液流染色機

を使用） 

４１（％） 
連続染色 無地染 

捺染 柄染（プリント） 

スチーマー（発色）  

ソーピング  

仕上工程 

樹脂付け  

３１（％） 熱処理  

コーティング等  

 

 

 

 

 

 

 

【電力消費と燃料消費の比率（CO2 ベース）】 

 

電力： ２７％ 

  燃料： ７３％



 

- 10 - 
 

（２） 実績概要 

① 実績の総括表 
 

【総括表】（詳細は別紙４参照。） 

 基準年度 

(1990年度) 

2013年度 

実績 

2014年度 

見通し 

2014年度 

実績 

2015年度 

見通し 

2020年度 

目標 

2030年度 

目標 

生産活動量 

(万ｍ２) 
７０２５００ １８４５６６ ２０３４３５ １８４０５２ ２００８７７ ２８５０００ ２８５０００ 

エネルギー 

消費量 

(原油換算

万kl) 

１６２．４ ５４．８ ６０．６ ５４．７ ６１．５ ９８．７ ９６．８ 

電力消費量 

(億kWh) 
１２．７７ ５．８２ ６．６１ ５．６２ ６．７０ １０．７６ １０．５４ 

CO2排出量 

(万t-CO2) 

３７７．２ 

※１ 

１１５．９ 

※２ 

１２６．８ 

※３ 

１１４．７ 

※４ 

１２８．１ 

※５ 

２０２．４ 

※６ 

１９８．４ 

※７ 

エネルギー 

原単位 

（ｋｌ/万ｍ２:） 

２．３１ ２．９７ ２．９８ ２．９７ ３．０６ ３．４６ ３．４０ 

CO2原単位 

（t-CO２/万

ｍ２:） 

５．３７ ６．２８ ６．２３ ６．２３ ６．３８ ７．１０ ６．９６ 

 

 

 

【電力排出係数】 
＊ 上掲の CO2 排出量の計算に用いた電力排出係数に関する情報について、排出係数の値及び実排出係数/調

整後排出係数/係数固定のいずれであるかを記載するとともに、当該係数が実績値に基づく場合はその年度及

び発電端／受電端の別を記載。 

 

 ※１ ※２ ※３ ※４ ※５ ※６ ※７ 

排出係数 

[ｔ-CO2/万 kwh] 

４．１７ ５．７０ ５．７０ ５．５４ ５．５４ ５．５４ ５．５４ 

実排出/調整後/その他 調整後 調整後 調整後 調整後 調整後 調整後 調整後 

年度 1990 2013 2013 2014 2014 2014 2014 

発電端/受電端 受電端 受電端 受電端 受電端 受電端 受電端 受電端 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【2020 年実績評価に利用予定の排出係数の出典に関する情報】 
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＊ 2020 年の目標達成の判断に用いる CO2 の排出係数（電力及びその他燃料）について記載。 

＊ 業界独自に数値を定めた場合は、その設定方法を記載するとともに、その係数を設定した理由を説明。 

 

排出係数 理由／説明 

電力 □ 実排出係数（2020年度 発電端／受電端） 

■ 調整後排出係数（2020年度 発電端／受電端） 

□ 特定の排出係数に固定 

   □ 過年度の実績値（○○年度 発電端／受電端） 

   □ その他（排出係数値：○○kWh/kg-CO2 発電端／受電端） 

 

＜上記排出係数を設定した理由＞ 

過去のデータにおいても同様の係数を採用してきたため、それらとの整合性を

重視する。 

その他燃料 ■ 総合エネルギー統計（2020年度版） 

□ 温対法 

□ 特定の値に固定 

□ 過年度の実績値（○○年度：総合エネルギー統計） 

□ その他 

 

＜上記係数を設定した理由＞ 

過去のデータにおいても同様の係数を採用してきたため、それらとの整合性を

重視する。 
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② 2014 年度における実績概要 

【目標に対する実績】 
＊ 目標指標の欄は、原則として CO2 排出量、エネルギー消費量、CO2 原単位、エネルギー原単位のいずれかを

記載（BAU からの削減量目標の場合は、基準年度の欄に BAU と記載）。 

＊ Ⅱ．（１）①実績の総括表の数値と整合させること。 

＊ 目標水準及び実績の欄には、基準年度目標を設定している場合は削減割合（▲ ％）を、BAU 目標の場合は削

減量（▲ 万 t-CO2）を記載。 

＊ 複数の指標を設定している場合は、行を追加して記載。 

 

目標指標 基準年度 目標水準 
2014年度実績① 
（基準年度比） 

2014年度実績② 
（2013年度比） 

ＣＯ2排出量 １９９０年度 ▲４６％ ▲７０％ ▲１％ 

 

【CO2 排出量実績】 

＊ 業界横断で CO2 排出量を把握するため、特定の排出係数による CO2 削減目標を掲げる団体も含めて、当該年

度の調整後排出係数を用いて試算した CO2 排出量を記載。 

＊ BAU 目標を設定している団体については、「基準年度比」の列は「－」と記載。 

 

 
2014年度実績 基準年度比 2013年度比 

CO2排出量  
削減割合 

１１４．６９万t-CO2 ▲７０％ ▲１％ 

 

③ データ収集実績（アンケート回収率等）、特筆事項 
＊ 当該年度の実績把握のために実施した参加企業等へのアンケートの実施時期、対象企業数、回収率について記

載。 

 

【アンケート実施時期】  

２０１５年７月～２０１５年８月 

 

【アンケート対象企業数】 

４１社（業界全体の２４％） 

 

【アンケート回収率】 

企業数ベースで６１％ 

 

【その他特筆事項】 
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④ 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2 排出量・原単位の実績 

＊ 別紙 4-1（基準年度比削減目標の団体）または別紙 4-2（BAU 比削減目標の団体）の結果について、グラフ等を

用いてその傾向が分かるように記載すること。 

 

【生産活動量】 
＊ 生産活動状況の変化（景気変動、生産・販売する製品・サービス等の変化、店舗・工場数・営業時間の変化、製

品価格の変動等）やデータ収集実績の変化等を踏まえ、過去のトレンドとも比較しつつ具体的に記載すること。必

要に応じて主要な製品・サービスごとの実績推移データ等を追加説明すること。 

 

＜2014 年度実績値＞ 

生産活動量：１８４０５１．７万ｍ２（基準年度比２６％、2013 年度比１００％） 

＜実績のトレンド＞ 

（グラフ） 

 

 

 

（過去のトレンドを踏まえた当該年度の実績値についての考察） 

 

新興国における賃金の上昇及び円安に伴い、国内生産が見直される基盤は整った。 

しかし、円安は輸入原材料や燃料の価格上昇及び電気料金の値上げの要因ともなった。 

さらに、中国における排水規制の強化に伴い輸入染料及び染料中間体が高騰したことにより、

国内における製造原価は上昇し、国内生産にとって重い足枷となっている。 

これらの結果、2014 年度の生産活動量は１８４０５２万ｍ２であり、2013 年の１８４５６６万ｍ２とほ

ぼ同じレベルに止まった。 

今後は、燃料、電力の価格安定と共に、産官共同でｍａｄｅ ｉｎ Ｊａｐａｎを推進する「Ｊ・クォリティ」

商品の拡大等により、国内生産は高付加価値商品を中心に拡大すると推測している。 
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【エネルギー消費量、エネルギー原単位】 

＊ 生産活動状況の変化（景気変動、生産・販売する製品・サービス等の変化、店舗・工場数・営業時間の変化、製

品価格の変動等）や省エネ対策の実施状況、データ収集実績の変化等を踏まえ、過去のトレンドとも比較しつつ

具体的に記載すること。 

＊ 定量的な要因分析があれば、実績値の考察欄に併せて記載すること。 

 

＜2014 年度の実績値＞ 

エネルギー消費量：５４．６６万ｋｌ （基準年度比３４％、2013 年度比１００％） 

エネルギー原単位：２．９７kl/万 m２ （基準年度比１２９％、2013 年度比１００％） 

 

＜実績のトレンド＞ 

（グラフ） 

 

 

 

（過去のトレンドを踏まえた当該年度の実績値についての考察） 

 

染色整理業は多エネルギー消費産業であり、継続的に省エネルギー投資を実施しているが、他

方では、多品種・小ロット・単納期に対する対応や、絶えず高付加価値型の新商品を開発するこ

とも求められている。 

2014 年度のエネルギー消費量、エネルギー原単位（ｋｌ/万ｍ2）は、省エネ活動によって削減され

たエネルギー分と、小ロット対応や新商品開発等によって増加したエネルギー分とが相殺され、

2013 年度と同程度に止まった。 

今後、さらに、小ロット対応や高付加価値型の新商品開発が求められることから、省エネ投資は

継続してはいくものの 2020 年に向けてエネルギー消費量、エネルギー原単位共に上昇していく

ものと推測する。 
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＜他制度との比較＞ 

（省エネ法に基づくエネルギー原単位年平均▲1%以上の改善との比較） 
＊ エネルギー消費原単位については、省エネ法に基づく「工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事

業者の判断の基準（以下、「工場等判断基準」という。）」におけるエネルギー消費原単位の年平均１％以上の改

善目標との比較についても併せて考察。 

 

 2014 年度の前年度比エネルギー原単位改善率は０％、直近５年間の平均では０．９％で、年率 

１％以上の目標は達成していない。今後もエネルギー原単位は上昇すると見込んでいるため、

引 

き続き達成は難しいと推測する。 

 

 

 

（省エネ法ベンチマーク指標に基づく目指すべき水準との比較） 
＊ 工場等判断基準におけるベンチマーク指標が既に設定されている業種については、当該指標の目指すべき水準

の達成状況との比較についても考察すること。ベンチマーク指標の詳細については、「省エネ法定期報告書記入

要領」の P33～42 を参照のこと。 

 http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/procedure/pdf/140422teiki_kiny
uyouryou.pdf 

 

□ ベンチマーク制度の対象業種である 

＜ベンチマーク指標の状況＞ 

 

 

 

＜今年度の実績とその考察＞ 

 

 

 

 

 

 

 

■ ベンチマーク制度の対象業種ではない 
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【CO2 排出量、CO2 原単位】 

＊ 生産活動状況の変化（景気変動、生産・販売する製品・サービス等の変化、店舗・工場数・営業時間の変化、製

品価格の変動等）や省エネ対策の実施状況、炭素排出係数の変化、データ収集実績の変化等を踏まえ、過去の

トレンドとも比較しつつ具体的に記載すること。 

 

＜2014 年度の実績値＞ 

CO2 排出量：１１４．６９万ｔ （基準年度比３０％、2013 年度比９９％） 

CO2 原単位：６．２３ｔ／万ｍ２ （基準年度比１１６％、2013 年度比９９％） 

 

＜実績のトレンド＞ 

（グラフ） 

 

 

 

 

 

（過去のトレンドを踏まえた当該年度の実績値についての考察） 

 

2014 年度のエネルギー原単位（ｋｌ/万ｍ2）は 2013 年度と同様であったが、2014 年度のＣＯ2原

単位（ｔ-CO2/万ｍ2）は 2013 年度に比べ僅かに改善した。これは、電力のＣＯ2 排出原単位が

5.70 から 5.54（ｔ-CO2/万ｋｗｈ）へ変更されたためであり、電力以外の 2014 年度のＣＯ2 原単位

（ｔ-CO2/万ｍ2）は 2013 年度に比べ若干増加した。 

今までは、燃料を重油からガス（都市ガス、ＬＰＧ等）へ変換することにより、燃料からのＣＯ2 排出

量を削減する手法が有効であったが、この手法も大方行き渡ってしまった。また、石油価格が下

がっていることから、重油の使用を見直す動きもある。 

従って、今後は、高付加価値型商品開発の増加に伴って、エネルギー原単位が上昇すると共に

ＣＯ2原単位（ｔ-CO2/万ｍ2）も上昇すると推測する。 
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【要因分析】（詳細は別紙５参照。） 

＊ 別紙５の要因分析の説明については、CO2 排出量の変化の要因（① 事業者の省エネ努力分、② 購入電力の

排出係数変化分、③ 燃料転換等による改善及び炭素排出係数等変化分、④ 生産変動分）のそれぞれの背景

として推察される事項について、できる限り詳細に記載。 

＊ 既定の要因分析手法以外の方法により要因分析を実施している場合は、その手法について算定式を示しつつ具

体的に説明するとともに、既定の手法を用いない理由について説明。 

 

（CO2 排出量） 

 
基準年度→2014 年度変化分 2013 年度→2014 年度変化分 

（万 t-CO2） （％） （万 t-CO2） （％） 

事業者省エネ努力分 ６５．２０６ －２４．８ ０．１１１ －９．１ 

燃料転換の変化 －５３．３０２ ２０．３ ０．９９１ －８０．８ 

購入電力の変化 ２７．５８９ －１０．５ －２．００７ １６３．７ 

生産活動量の変化 －３０２．００３ １１５．０ －０．３２２ ２６．２ 

合計 －２６２．５１ １００．０ －１．２２６ １００．０ 

 

（要因分析の説明） 

基準年度比で 2014 年度変化分を見ると、ＣＯ2 排出量の減少に最も寄与したのは生産活動

量の減少であり、次に燃料転換である。事業者としては、燃料転換以外にも、各種の省エネ及び

ＣＯ2 削減対策を実施してきたが、それらは加工内容の変化（多品種・小ロット・短納期及び高付

加価値型商品への移行）により吸収されてしまって、表面には出てきていない。 

2013 年度比で 2014 年度変化分を見ると、ＣＯ2 排出量はほぼ同じであり、ＣＯ2 排出量の減

少に寄与したものとしては、僅かながら購入電力の変化がある。石油価格が下がっていることか

ら、重油の使用が見直されており、燃料転換によるものは少なくなることが予想される。 

今後、生産数量は拡大すると見込まれることから、今まで以上に各種の省エネ対策を実施し、

ＣＯ2 排出量を削減することが必要になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

- 18 - 
 

⑤ 国際的な比較・分析 

＊ 業界全体または個社単位で国際的に比較可能な指標（例えばエネルギー原単位、CO2 原単位）がある場合には、

その情報を示すとともに、当該業界の国際的なエネルギー効率水準やその背景等について説明する。 

＊ 比較を行うにあたっては、各データの出所や分析手法について記載。また、分析が難しい場合は、その理由を具

体的に記載すること。 

 

□ 国際的な比較・分析を実施した（●●年度） 

（指標） 

 

 

 

（内容） 

 

 

 

 

 

（出典） 

 

 

 

 

 

（比較に用いた実績データ）●●年度 
＊ 5 年以上前のデータを用いている場合は更新を検討すること。 

 

■ 実施していない  

（理由） 

 

海外のデータを入手できない。 

国内は多品種・小ロット、海外は小品種・大ロットの傾向があり、一概に比較できない。 
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⑥ 実施した対策、投資額と削減効果の考察 

＊ 【別紙６】には、過年度も含め記載可能な期間について、できる限り定量的に記載。 

＊ 総括表には 2014 年度実績及び 2015 年度以降の計画または見通しについて記載。 

＊ 対策分野については（１）④の BAT・ベストプラクティスのリストと整合を取ること。 

＊ 削減効果は、エネルギー削減量（原油換算での削減量等）、CO2 削減量の両方について可能な範囲で記載。 

＊ 投資額÷｛年度当たりのエネルギー削減量（CO2 削減量）×使用期間｝により、削減量当たりの限界削減費用が

導出可能となるため、それぞれ可能な限り定量的に記載すること。 

 

【総括表】（詳細は別紙６参照。） 

年度 対策 投資額 

 

年度当たりの 

エネルギー削減量 

CO2 削減量 

設備等の使用期間

（見込み） 

2014 年度 燃料転換と分散

型ボイラの導入 

４６（百万円） ４７（原油換算ｋｌ） １５年間 

 

 低浴比液流染色

機の導入 

４７（百万円） ６２（原油換算ｋｌ） １５年間 

 その他の省エネ

型設備の導入 

１２７（百万円） ８０（原油換算ｋｌ） １５年間 

 保温・排熱回収・

制御方法の変更 

４０（百万円） １３１（原油換算ｋｌ） １０年間 

2015 年度 保温・排熱回収・

制御方法の変更 

１４０（百万円） ７９５（原油換算ｋｌ） １０年間 

 その他の省エネ

型設備の導入 

１２７（百万円） ８０（原油換算ｋｌ） １５年間 

 照明のＬＥＤ化 ２９（百万円） ２３５（原油換算ｋｌ） ２０年間 

2016 年度 

以降 

    

     

     

 

【2014 年度の取組実績】 

（取組の具体的事例） 
＊ 対策項目別に実際に導入された設備や機器について概説するとともに、特に効果や経済性、新規性等の観点か

ら特筆すべき案件がある場合には、その概要について説明。 

 

国内の染色整理業では、製造コストの上昇を抑えながら、多品種・短納期・小ロットへの対応 

が求められる。 

・大型重油ボイラを複数の小型ガスボイラへ転換することにより、工場の稼働率が変動しても高

いボイラ効率を維持できるようになる。また、重油からガスへ転換することにより、ＣＯ2 は約

30％削減できる。 

・バッチ染色の場合、染色機内水量は染められる生地重量の倍数（=浴比）で表す。浴比を小さく

することにより、染色温度までの昇温に必要なｴﾈﾙｷﾞｰ量を減少することができる。また、染色

機以外の精練・漂白設備やソーピング設備においても節水型への更新を進めている。 

・その他にも、加熱設備の保温や高温排液からの排熱回収等の省エネ対策を継続的に実施して

いる。 
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（取組実績の考察） 

＊ 投資規模や投資事案の経年的特徴と、それを踏まえた直近実績の動向について説明。 

 

燃料転換と分散型ボイラの導入、低浴比液流染色機の導入については、従来から長年実施して

きた対策であり、大方行き渡ってしまい、今後は大きな期待はできない。 

 

 

 

【2015 年度以降の取組予定】 

（今後の対策の実施見通しと想定される不確定要素） 
＊ 実施予定の対策項目とその効果（エネルギー削減量（原油換算削減量等）及び CO2 削減量）をできる限り定量

的に記載。 

＊ 対策のために投資を予定している投資額もできる限り記載。 

＊ 投資見通し、ならびに投資判断を行うにあたって想定されるリスク等について説明。 

 

2015 年度以降は、従来の燃料転換と分散型ボイラの導入低浴比液流染色機の導入にだけでは

なく、その他の省エネ設備（水洗機、乾燥機等）の導入、照明のＬＥＤ化を実施し、引き続き保温・排

熱回収・制御方法の変更等の地道な活動を継続することが必要である。 

 

⑦ 当年度の想定した水準（見通し）と実績との比較・分析結果及び自己評価 

【目標指標に関する想定比の算出】 
＊ 想定比の計算式は以下のとおり。 

想定比【基準年度目標】＝（基準年度の実績水準－当年度の実績水準） 

               ／（基準年度の実績水準－当年度の想定した水準）×100（％） 

想定比【BAU 目標】＝（当年度の削減実績）／（2020 年度の目標水準）×100（％） 

 
想定比＝（３７７．２－１１４．７）／（３７７．２－１２６．８）×１００ 

 

 ＝１０５％ 

【自己評価・分析】（３段階で選択） 
＊ 自己評価にあたっては、想定比の水準だけではなく、事業を取り巻く状況について当初の想定と異なった要因や

目標指標以外の指標の変化等を考慮して総合的に評価すること。 

＜自己評価及び要因の説明＞ 

□ 想定した水準を上回った（想定比＝110%以上） 

■ 概ね想定した水準どおり（想定比＝90％～110%） 

□ 想定した水準を下回った（想定比＝90%未満） 

□ 見通しを設定していないため判断できない（想定比=－） 

 

（自己評価及び要因の説明、見通しを設定しない場合はその理由） 

 

想定より生産活動量の伸びが小さかったため、その分ＣＯ2 排出量が減少した。 

 

 

（自己評価を踏まえた次年度における改善事項） 

 

２０１４年度生産活動量の実績を踏まえて、目標年度（２０２０年度）の生産活動量の見直しを実 

施した。 
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⑧ 次年度の見通し 

＊ 目標指標だけではなく、生産活動量、エネルギー消費量、エネルギー原単位、CO2 排出量、CO2 原単位の各指

標の見通しについて（２）①総括表の値を転記しつつ、見通しの根拠・前提等について説明。 

＊ 目標指標の見通しについては、次年度のフォローアップにおける想定比の算出に用いるため、現時点で不確定

要素が見込まれる場合には併せて具体的に記載すること。 

 

【2015 年度の見通し】 

（総括表） 

 生産活動量 

（万ｍ２） 

エネルギー 

消費量 

（万ｋｌ） 

エネルギー 

原単位 

（ｋｌ/万ｍ２） 

CO2 排出量

（万ｔ－ＣＯ2） 

CO2 原単位 

（ｔ-CO2/万ｍ２） 

2014 年度 

実績 

１８４０５２ ５４．７ ２．９７ １１４．７ ６．２３ 

2015 年度 

見通し 

２００８７７ ６１．５ ３．０６ １２８．２ ６．３８ 

 

（見通しの根拠・前提） 

 

 円安が定着し、燃料及び電気の価格も安定化傾向にあり、国内の生産量は増加が見込まれる。 

 また、「Ｊ・Ｑｕａｌｉｔｙ」参加企業は増えており、繊維製品の付加価値化が促進され、エネルギー原単

位、ＣＯ2 原単位は増大すると推測する。 

 

 

⑨ 2020 年度の目標達成の蓋然性 
＊ 生産活動量、エネルギー消費量、エネルギー原単位、CO2 排出量、CO2 原単位の見通しを踏まえて、2020 年度

の目標達成の蓋然性について可能な限り定量的に説明。 

 

【目標指標に関する進捗率の算出】 
＊ 進捗率の計算式は以下のとおり。 

進捗率【基準年度目標】＝（基準年度の実績水準－当年度の実績水準） 

               ／（基準年度の実績水準－2020 年度の目標水準）×100（％） 

進捗率【BAU 目標】＝（当年度の BAU－当年度の実績水準）／（2020 年度の目標水準）×100（％） 

 
進捗率＝（３７７．２－１１４．７）／（３７７．２－２０２．４）×１００ 
 

 ＝１５０％ 

 

【自己評価・分析】（３段階で選択） 

＜自己評価とその説明＞ 

■ 目標達成が可能と判断している 

 

（現在の進捗率と目標到達に向けた今後の進捗率の見通し） 

  

今後も、各種の省エネ対策を継続的に実施すれば、目標は達成可能と見ている。 
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（目標到達に向けた具体的な取組の想定・予定） 

 

 

 

（既に進捗率が 90％を上回っている場合、目標見直しの検討状況） 
＊ 目標見直しを行わない場合はその理由を記載。 

  

生産活動量及びＣＯ2 原単位の動向を見ながら、随時見直しを実施する。 

 

 

□ 目標達成に向けて最大限努力している 

 

（目標達成に向けた不確定要素） 

 

 

 

（今後予定している追加的取組の内容・時期） 

 

 

 

□ 目標達成が困難 

（当初想定と異なる要因とその影響） 

 

 

 

（追加的取組の概要と実施予定） 

 

 

 

（目標見直しの予定） 
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⑩ クレジット等の活用実績・予定と具体的事例 

＊ 目標達成に向けたクレジット利用について、活用可能性と理由、活用を予定する場合は候補とするクレジットの種

類を記載。 

 

【活用方針】 

□ 目標達成のために、クレジット等を活用する 

□ 目標達成が困難な状況となった場合は、クレジット等の活用を検討する 

■ 今後の対策により目標を達成できる見通しのため、クレジット等の活用は考えていない 

 

【活用実績】 

＊ 別紙７にクレジット等の活用実績を記載。 

 

□ 別紙７参照。 

 

【具体的な取組】 
＊ J-クレジット制度、二国間クレジット制度、グリーンエネルギーCO2 削減相当量認証制度等を活用した具体的なプ

ロジェクトの概要と発生（取得）予定のクレジット量を記載。 

 

プロジェクト1 

クレジットの種別  

プロジェクトの概要  

取得（予定）年  

取得（予定）量  

 

プロジェクト2 

クレジットの種別  

プロジェクトの概要  

取得（予定）年  

取得（予定）量  

 

プロジェクト3 

クレジットの種別  

プロジェクトの概要  

取得（予定）年  

取得（予定）量  
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（３） 本社等オフィスにおける取組 

① 本社等オフィスにおける排出削減目標 
＊ 本社等オフィスにおける CO2排出削減目標及び目標設定時期をできる限り定量的に記載。 

＊ 目標の対象としているオフィスの範囲（自社ビルに限定している等）について明記。 

 

□ 業界として目標を策定している 
 

削減目標：○○年○月策定 

【目標】 

 

 

【対象としている事業領域】 

参加企業のオフィス、事務所、研究所 

 

 

■ 業界としての目標策定には至っていない 

（理由） 

目標を設定しているのは、ごく一部の先進的企業に限られるため、業界として目標を設定すると

ころまでには至っていない。 

 

 

② エネルギー消費量、CO2 排出量等の実績 

＊ 本社等オフィスにおける CO2 排出量について、「本社等オフィスの対策入力シート」も適宜活用しつつ記載。 

＊ 企業単位でのみ目標設定している場合は、目標設定している企業の実績の合計等を記載。 

 

本社オフィス等の CO2 排出実績（１２社計） 

 
2007 

年度 

2008

年度 

2009

年度 

2010

年度 

2011

年度 

2012

年度 

2013 

年度 

2014 

年度 

床面積 

（㎡） 
      21,094 37,563 

エネルギー消費量 

（ＧJ） 
      21,894 53,672 

CO2 排出量 

（t-CO2） 
      951 3121 

エネルギー原単位 

（ＧJ/㎡） 
      1.04 1.43 

CO2 原単位 

（t-CO2/㎡） 
      0.045 0.083 

 

■ Ⅱ．（２）に記載の CO2 排出量等の実績と重複 
＊ 本社等オフィスの排出実績がⅡ．（２）で報告した排出実績に含まれる場合はチェック。 

 

□ データ収集が困難 
＊ 本社等オフィスの排出実績の把握が困難な場合はチェックの上、データ収集に当たっての課題及び今後の取組

方針について記載。 

 

（課題及び今後の取組方針） 
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③ 実施した対策と削減効果 

＊ 別紙８には本社等オフィスにおいて想定される主な省エネ対策を例示している。業界における対策内容

と異なる場合は、適宜、対策項目の追加・削除等を行い、業界ごとに適した内容に変更すること。 

＊ 一部の対策については、削減量を簡易に推計できるよう「本社等オフィスの対策入力シート」を用意し

ているが、業界独自の方法で算定した削減量を記載することも可能。 

 

【総括表】（詳細は別紙８参照。） 
＊ 別紙８に記載した CO2 削減効果の合計を記載。 

（t-CO2） 

 照明設備等 空調設備 エネルギー 建物関係 合計 

2014 年度実績 70.95 1.11 5.91 0 77.97 

2015 年度以降 196.83 0 5.54 0 202.37 

 

【2014 年度の取組実績】 

（取組の具体的事例） 
＊ 実施比率が高い取組や工夫が認められる事例、一定の削減効果が見込まれ継続的に拡大していくべき事例を

中心に記載。 

 

・照明の間引き 

  ・昼休み時などに消灯徹底化 

  ・冷房２８℃／暖房２０℃の設定管理 

 

 

（取組実績の考察） 

 

照明の間引き、昼休み時などに消灯徹底化、冷房２８℃／暖房２０℃の設定管理等については、

多くの企業から既に実施しているとの定性的な報告はあるが、定量的データを取り、管理している

企業はいまだ少ない。定量的なデータを簡単に取れるような方策が必要と考える。 

 

 

 

【2015 年度以降の取組予定】 

（今後の対策の実施見通しと想定される不確定要素） 

 

 いままでのように、きめ細かい対策を継続して実施することが必要と考える。 
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（４） 運輸部門における取組 

① 運輸部門における排出削減目標 
＊ 運輸部門（自家用貨物車や社用車の使用）における CO2 排出削減目標及び目標設定時期をできる限り定量的

に記載。 

＊ 目標の対象としている範囲についても記載。 

 

□ 業界として目標を策定している 
 

削減目標：○○年○月策定 

【目標】 

 

 

 

【対象としている事業領域】 

 

 

 

 

■ 業界としての目標策定には至っていない 

（理由） 

 

 ほとんどの企業において、運輸部門の目標を設定するまでには至っていない。 

 

 

 

② エネルギー消費量、CO2 排出量等の実績 
＊ 運輸部門の CO2 排出量及び関連指標の実績データについて、過年度も含めて可能な限り集計の上記載（2006

年度以前のデータについても取得可能な場合は記載）。 

＊ 輸送量の欄には、設定した目標に関連する活動量の実績データを記載。 

＊ 目標を設定している業種は、目標に関係する指標の経年変化を記載。 

 

 
2007 

年度 

2008

年度 

2009

年度 

2010

年度 

2011

年度 

2012

年度 

2013 

年度 

2014 

年度 

輸送量 

（ﾄﾝ･km） 
        

エネルギー消費量 

（MJ） 
        

CO2 排出量 

（万 t-CO2） 
        

エネルギー原単位 

（MJ/m2） 
        

CO2 原単位 

（t-CO2/ﾄﾝ・km） 
        

 

□ Ⅱ．（２）に記載の CO2 排出量等の実績と重複 

＊ 運輸部門の排出実績がⅡ．（２）で報告した排出実績に含まれる場合はチェック。 
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■ データ収集が困難 

＊ 運輸部門の排出実績の把握が困難な場合はチェックの上、データ収集に当たっての課題及び今後の取組方針

について記載。 

 

（課題及び今後の取組方針） 

 

 物流については運送事業者への依託がほとんどであり、自社所有の車両は少ないが、引き続き

データ収集を働きかける。 

 

 

③ 実施した対策と削減効果 
＊ 実施した対策について、内容と削減効果を可能な限り定量的に記載。 

 

年度 対策項目 対策内容 削減効果 

2014年度 ＪＲコンテナの利用 
トラック輸送から鉄道輸

送へ切り替え 
１６０t-CO2／年 

    

    

2015年度以降 ＪＲコンテナの利用 
トラック輸送から鉄道輸

送へ切り替え 
１００t-CO2／年 

    

    

 

【2014 年度の取組実績】 

（取組の具体的事例） 

 

上記に記載した他に、自家用車通勤の社員には、アイドリングストップ等の省エネ運転を指導し

ている。 

 

（取組実績の考察） 

 

 今後もできるだけ、「トラック輸送」よりは「ＪＲコンテナ」の利用を心がけて、ＣＯ2 削減に取り組み

たい。 

 

 

【2015 年度以降の取組予定】 

（今後の対策の実施見通しと想定される不確定要素） 

小口で、緊急を要する場合やＪＲコンテナを利用できない地域については、引き続きトラック輸送に

頼ることになる。 
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Ⅲ．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献 

 

（１） 低炭素製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠 
＊ 製品やサービス等により他部門の排出削減に貢献する事例について記載。削減目標としてのコミットメントは求め

ないため、積極的に記載すること。 

＊ 可能な限り、算定式を示して第三者評価・事後検証が可能となるよう努めること。 

 

【算定根拠】 
＊ 当該年度及び 2020 年度の削減見込量の算定に当たって前提とした条件や算定式、データの出典を記載。 

＊ 国内外のガイドライン等への準拠、第三者検証の実施等があれば、データの出典等の欄に併せて記載。 

 

（２） 2014 年度の取組実績 

（取組の具体的事例） 

 

 

 

 

 

（取組実績の考察） 

 

 

 

 

 

（３） 2015 年度以降の取組予定 

 

 

 

 

 

 

 
低炭素製品・ 

サービス等 

当該製品等の特徴、 

従来品等との差異など 

削減実績 

（2014年度） 

削減見込量 

（2020年度） 

1 
（定量的なデータは無

い。） 
   

2     

3     

 
低炭素製品・ 

サービス等 
算定の考え方・方法 算定方法の出典等 

1    

2    

3    



 

- 29 - 
 

Ⅳ．海外での削減貢献 

 

（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠 
＊ 技術移転等による海外での排出削減に貢献する事例について記載。削減目標としてのコミットメントは

求めないため、積極的に記載すること。 

＊ 可能な限り、算定式を示して第三者評価・事後検証が可能となるよう努めること。 

 

【算定根拠】 
＊ 当該年度及び 2020年度の削減見込量の算定に当たって前提とした条件や算定式、データの出典を記載。 

＊ 国内外のガイドライン等への準拠、第三者検証の実施等があれば、データの出典等の欄に併せて記載。 

 

（２） 2014 年度の取組実績 

（取組の具体的事例） 

 

 

 

 

 

（取組実績の考察） 

 

 

 

 

（３） 2015 年度以降の取組予定 

 

 

 

 

 

 海外での削減貢献 
削減貢献の概要 

（含、実施国・地域） 

削減実績 

（2014年度） 

削減見込量 

（2020年度） 

1 （実績は無い。）    

2     

3     

 海外での削減貢献 算定式 データの出典等 

1    

2    

3    
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Ⅴ．革新的技術の開発・導入 

（１） 革新的技術の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠 
＊ 革新的技術の開発や導入計画（導入時期、削減見込量）について記載。削減目標としてのコミットメン

トは求めないため、積極的に記載すること。 

＊ 革新的技術とは、現時点で市場化に至っていない（実証段階を含む）が、将来的な開発・普及が見込ま

れる技術を指す。既に市場化されている技術は BATとしてⅡ．（１）③に記載すること。 

【算定根拠】 
＊ 削減見込量の算定に当たって前提とした条件や算定式、データの出典を記載。 

（２） 技術ロードマップ 

＊ 革新的技術の開発や導入計画について、今後のロードマップを可能な限り記載。 

 

 革新的技術 2014 2015 2016 2020 2025 2030 

1  
 

 
     

2  
 

 
     

3  
 

 
     

（３） 2014 年度の取組実績 

（取組の具体的事例） 

 

 

 

（取組実績の考察） 

 

 

 

 

（４） 2015 年度以降の取組予定 

 

 

 

 

 革新的技術 
技術の概要 

革新的技術とされる根拠 
導入時期 削減見込量 

1 （特に無し。）    

2     

3     

 革新的技術 算定式 データの出典等 

1    

2    

3    
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Ⅵ．その他の取組 

 

（１）低炭素社会実行計画（2030年目標） （２０１５年９月策定） 
 

項目 計画の内容 

１．国内

の 企 業

活 動 に

お け る

2030 年

の 削 減

目標 

目標 ＣＯ2排出量を、１９９０年度比で４７％削減する。 

設定 

根拠 

対象とする事業領域： 

事業所（製造部門）に加えて、事務所・営業所・研究部門等の間接部門も

対象とする。 

将来見通し： 

2020年度の染色加工数量は2,850（百万ｍ２）と推定している。2020年度か

ら2030年度までについては、国内人口が減少するため国内市場は縮小す

るものの、日本の繊維製品が海外で評価され輸出は増加し、結果として国

内の加工数量はほぼ同様で推移すると見ている。ＣＯ2排出削減対策につ

いては、大規模対策はほぼ実施済みとなり、ＣＯ2排出原単位は、2020年度

の7.10（ｔ-CO2/万m2）から２％程度の小幅な改善に止まると推定する。 

従って、2030年度のＣＯ2排出原単位は、7.10×0.98＝6.96（ｔ-CO2/万m2）と

なり、2030年度のＣＯ2排出量は2,850（百万ｍ２）×6.96＝198.4（万ｔ- CO2） 

となる。 

基準年度(1990年度)比で、（377.2－198.4）／377.2×100＝47となり、47％

削減を目標とする。 

BAT： 

特に取り上げるＢＡＴは無い。 

電力排出係数： 

５．５４（ｔ-CO2/万kwh） 

２ ． 低 炭 素 製

品・サービス等

による他部門で

の削減貢献 

2030年の削減貢献量： 

夏季の「クールビズ」や冬季の「ウォームビズ」の製造段階において、素材

の特性を生かすように工夫して、染色加工を行う。 

３．海外での削

減貢献 

2030年の削減貢献量： 

特に無し。 

４．革新的技術

の開発・導入 

2030年の削減貢献量： 

特に無し。 

５．その他の取

組・特記事項 

特に無し。 
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（２） 情報発信 

① 業界団体における取組 

取組 
発表対象：該当するものに「○」 

業界内限定 一般公開 

協会ＨＰに、過去の自主行動計画書を掲載している。  ○ 

   

   

 

② 個社における取組 

取組 
発表対象：該当するものに「○」 

企業内部 一般向け 

いくつかの企業では、ＨＰにＣＳＲ報告書を掲載している。  ○ 

   

   

 

③ 取組の学術的な評価・分析への貢献 

 

特に無し。 

 

 

（３） 家庭部門（環境家計簿等）、その他の取組 

 

特に無し。 

 

 

（４） 検証の実施状況 

① 計画策定・実施時におけるデータ・定量分析等に関する第三者検証の有無 

 

検証実施者 内容 

■ 政府の審議会  

□ 経団連第三者評価委員会  

□ 業界独自に第三者（有識者、研究 

   機関、審査機関等）に依頼 

□ 計画策定 

□ 実績データの確認 

□ 削減効果等の評価 

□ その他（                      ） 

 

② （①で「業界独自に第三者（有識者、研究機関、審査機関等）に依頼」を選択した場合） 

団体ホームページ等における検証実施の事実の公表の有無 

 

■ 無し  

□ 有り 
掲載場所： 

 

 


